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第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】              有価証券届出書 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】                         

【代表者の役職氏名】(２)                     

【代理人の氏名又は名称】(３)                   

【住所】                             

【電話番号】                           

【事務連絡者氏名】(４)                      

【住所】                             

【電話番号】                           

【縦覧に供する場所】(５)        名称 

（所在地） 

第一部【証券情報】 

第１【募集債券に関する基本事項】(６) 

１【発行主体】(７) 

２【募集要項】 

(１)【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(２)【券面総額】 

(３)【各債券の金額】 

(４)【発行価格及びその総額】 

(５)【利率】 

(６)【償還期限】 

(７)【申込期間】 

(８)【申込証拠金】 

(９)【払込期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【引受けの契約の内容】(８) 

(12)【債券の管理会社】(９) 

(13)【振替機関】(10) 

(14)【財務上の特約】(11) 

(15)【取得格付】(12) 

３【利息支払の方法】(13) 

４【償還の方法】(14) 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】(15) 

７【債券の管理会社の職務】(16) 

８【債権者集会に関する事項】(17) 

９【課税上の取扱い】(18) 

10【準拠法及び管轄裁判所】(19) 

11【公告の方法】(20) 

12【その他】(21) 

第２【売出債券に関する基本事項】(22) 

１【売出要項】 

(１)【売出人】(23) 
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(２)【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

(３)【券面総額】 

(４)【各債券の金額】 

(５)【売出価格及びその総額】 

(６)【利率】 

(７)【償還期限】 

(８)【売出期間】 

(９)【受渡期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【売出しの委託契約の内容】(24) 

(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 

８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】(25) 

第４【法律意見】(26) 

第５【その他の記載事項】(27) 

第二部【発行者情報】 

第１【募集（売出）債券の状況】(28) 

債券の名

称 

発行年

月 

券面総

額 
償還額 

会計年度（又は事

業年度）末の未償

還額 

上場金融商品取引

所名又は登録認可

金融商品取引業協

会名 

      

第２【外国為替相場の推移】(29) 

(１)【最近５年間の会計年度（又は事業年度）別為替相場の推移】 

決算年月      

最高（円）      

最低（円）      

平均（円）      

期末（円）      

(２)【最近６月間の月別為替相場の推移】 

月別       

最高（円）       

最低（円）       

平均（円）       
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(３)【最近日の為替相場】 

円（ 年 月 日） 

第３【発行者の概況】(30) 

１【発行者が国である場合】 

(１)【概要】(31) 

(２)【経済】(32) 

(３)【貿易及び国際収支】(33) 

(４)【通貨・金融制度】(34) 

(５)【財政】(35) 

(６)【公債】(36) 

(７)【その他】(37) 

２【発行者が地方公共団体である場合】 

(１)【概要】(38) 

(２)【経済】 

(３)【財政】 

(４)【公債】 

(５)【その他】 

(６)【発行者の属する国の概況】(39) 

３【発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合】 

(１)【設立】(40) 

(２)【資本構成】(41) 

(３)【組織】(42) 

(４)【業務の概況】(43) 

(５)【経理の状況】(44) 

(６)【その他】(45) 

(７)【発行者の属する国の概況】(46) 

第三部【特別情報】 

【債券及び利札の様式】(47) 

（記載上の注意） 

(１) 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがた

いやむを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 当該届出に係る外国債等が外国債等預託証券である場合には、当該外国債等

預託証券について銘柄、発行価額の総額、発行価格、利率、申込期間、申込証

拠金、申込取扱場所、払込期日、権利の内容、権利行使請求の方法・条件、決

済の方法、取得格付等を「第一部 証券情報」に記載するとともに、その仕組

みを分かりやすく記載すること。また、当該外国債等預託証券に表示される権

利に係る外国債等の内容について記載すること。 

なお、当該外国債等預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断

される会社（例えば、預託を受けている者）の情報がある場合には、本様式第

二部中「第３ 発行者の概況」の次に「第４ その他の重要な会社の情報」の

項を設け、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保

証会社以外の会社の情報」に準じて記載すること。 

ｃ この様式中「募集債券」、「債券」、「券面総額」、「売出債券」、「募集

（売出）債券」、「外国債券」及び「債券発行限度額」は、振替外債に係るも

のを含むものとする。また、振替外債については、記名・無記名の別の記載を

要しない。 
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(２) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して当該有価証券を発行する権限を有する者（以下この(２)にお

いて「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の５

第１項の規定により有価証券届出書（以下この様式において「届出書」とい

う。）を書面で提出する場合には、併せて「代表者の役職氏名」の下に代表者が

署名すること。）。 

(３) 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者で発行者から本邦における有価証券の募集又は売出し

の届出に関する一切の行為を代理する権限を与えられたもの（以下この(３)にお

いて「代理人」という。）の氏名（代理人が法人である場合には、その名称及び

代表者の氏名）を記載すること（法第27条の30の５第１項の規定により届出書を

書面で提出する場合には、併せて「代理人の氏名又は名称」の下に代理人（代理

人が法人である場合には、その代表者）が署名すること。）。 

(４) 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるもの

の氏名を記載すること。 

(５) 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券と

して登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取

引業協会の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

(６) 募集債券に関する基本事項 

ａ 以下の記載上の注意は、外国債券のうち、法第２条第１項第１号から第３号

までに掲げるものの性質を有する有価証券について示したものであり、同項第

６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、これに準じて記載する

こと。 

ｂ 第６条第１号の規定により届出書に記載しない事項がある場合には、その決

定予定時期及び具体的決定方法をそれぞれ注記すること。 

(７) 発行主体 

当該債券の発行に直接関係のある会計名並びに当該会計における債券発行限度

額の有無及びその内容等について記載すること。 

(８) 引受けの契約の内容 

ａ 引受人の名称及び住所を記載し、元引受契約を締結した金融商品取引業者に

ついては、その旨を明示すること。 

ｂ 引受金額及び引受けの条件（買取引受け・残額引受け等の別、引受人に支払

う手数料等）を記載すること。 

(９) 債券の管理会社 

契約により、債権管理に関し債権者のための行為をする職務（元利金の支払の

遅延その他の債務不履行、財務上の特約又は弁済の受領の公告等に関する職務を

いう。）又は発行者のための行為をする職務の委託を受けた者（以下「債券の管

理会社」という。）の有無及び債券の管理会社がある場合には、その者の名称及

び住所を記載し、代表会社については、その旨を明示すること。 

(10) 振替機関 

振替機関を定めている場合には、当該振替機関の名称及び住所を記載すること。 

(11) 財務上の特約 

当該発行に係る有価証券において債権者保護のために設定されている特約で、

一定の事由の下に期限の利益を喪失させる効果を有するもの及びその効果に変更

を与えるものについて、その内容を記載すること。ただし、発行者が国である場
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合には、ネガティブ・プレッジ・クローズ（当該債券が全額償還されるまでの間

において、既往又は将来の債権を担保するために抵当権、質権その他の担保権を

設定する場合には、当該債券についても同等に取り扱う旨等を規定した条項）以

外の事項を記載することを要しない。 

(12) 取得格付 

当該発行に係る有価証券について、発行者が申込により取得する格付（指定格

付機関から取得するものに限る。）、当該格付を付与した指定格付機関の名称、

当該格付の取得日及び当該格付の取得に際し条件等が付されている場合において

はその内容を記載すること。なお、当該格付が複数存在する場合には、これらす

べてについて記載し、当該格付が存在しない場合には「取得していない」旨記載

すること。 

(13) 利息支払の方法 

利息の計算期間、利息支払日等について記載すること。 

(14) 償還の方法 

定時償還又は随時償還の時期、償還金額及びその方法、減債基金の積立方法、

元金の支払が遅延した場合の利付等について記載すること。 

(15) 担保又は保証に関する事項 

担保又は保証が附されている場合には、その内容、条件等について記載するこ

と。 

(16) 債券の管理会社の職務 

債権管理に関する職務及び発行者のための行為をする職務の内容について記載

すること。 

(17) 債権者集会に関する事項 

債権者集会に関する規定の有無並びに債権者集会の付議事項、招集手続、決議

の方法及びその執行等について記載すること。 

(18) 課税上の取扱い 

利息及び償還差益についての課税上の取扱いについて記載すること。 

(19) 準拠法及び管轄裁判所 

当該債券の債権者を含む全当事者の権利、義務等に関し準拠する法令、当該債

券に関する訴訟の管轄裁判所並びに訴訟に関する送達の受領者の名称及び住所に

ついて記載すること。なお、「国家と他の国家の国民との間の投資紛争の解決に

関する条約」に加盟している場合には、その旨及び債務不履行があった場合にお

ける債務の強制履行の請求手続についても記載すること。 

(20) 公告の方法 

当該債券に関する公告を行なう場合の公告の方法について記載すること。 

(21) その他 

登録費用の負担等投資者保護の観点から必要と認められるその他の事項につい

て記載すること。 

(22) 売出債券に関する基本事項 

ａ 以下の記載上の注意は、外国債等のうち、法第２条第１項第１号から第３号

までに掲げるものの性質を有する有価証券について示したものであり、同項第

６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、これに準じて記載する

こと。 

ｂ 第６条第２号の規定により届出書に記載しない事項がある場合には、その決

定予定時期及び具体的決定方法をそれぞれ注記すること。 

ｃ 以下に掲げる事項を除き、「第１ 募集債券に関する基本事項」における記

載事項の記載内容に準じて記載すること。 
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(23) 売出人 

売出しに係る債券の所有者の氏名又は名称及び住所を記載すること。 

(24) 売出しの委託契約の内容 

ａ 売出しの委託を受けた者の名称及び住所を記載すること。 

ｂ 売出しの委託契約の内容（売出しの委託手数料の額、売出残が生じた場合の

処理等）について記載すること。 

(25) 資金調達の目的及び手取金の使途 

ａ 当該有価証券の発行により資金を調達する目的及び手取金の使途について具

体的に記載すること。なお、同一の目的又は使途のため、他から資金を調達す

る場合には、その調達先、金額、条件等についても記載すること。 

ｂ 手取金の使途が特定の事業を行なうためのもの等である場合には、その事業

の内容等についても記載すること。 

(26) 法律意見 

当該有価証券の募集又は売出しの適法性に関する法律専門担当部局の責任者又

は法律専門家の法律意見を要約して記載すること。 

(27) その他の記載事項 

特に目論見書に記載しようとする事項がある場合には、その内容について記載

すること。 

(28) 募集（売出）債券の状況 

ａ 届出書提出日前において募集又は売出しの届出をした債券（届出書提出日前

において全額償還済となったものを除く。）について記載すること。 

ｂ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａ

に準じて記載すること。 

(29) 外国為替相場の推移 

ａ 発行する債券が外国通貨をもって表示されるものである場合には、当該外国

通貨と本邦通貨との間の為替相場の推移を記載すること。 

ｂ 平均相場とは、会計年度（又は事業年度）の各月末日における為替相場の平

均額をいう。 

ｃ 当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関する事

項を掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の会計年度（又は事業年度）及

び最近６月間において掲載されている場合には、記載を省略することができる。 

(30) 発行者の概況 

ａ 以下に掲げる記載事項については、簡潔に記載すること。 

ｂ 計数等については、表形式を用いて分かりやすく表示すること。 

ｃ 金額は、発行者の属する国の通貨又は合衆国ドルによって記載することがで

きる。この場合においては、本邦通貨との換算レートを記載すること。 

ｄ 統計資料等については、その出所を記載すること。 

(31) 概要 

ａ 位置、面積、地形、人口等について記載すること（地図等によって示しても

差し支えない。）。 

ｂ 政治、外交等次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

(ａ) 国際組織（立法、行政及び司法組織の大要）及び政党（最近５年間にお

ける選挙の結果についても記載すること。） 

(ｂ) 諸外国との外交関係、加入若しくは関係している国際機関（加入の時期、

出資額、借入額等）又は主要な条約 

(32) 経済 

ａ 最近の経済の動向について、その概要を記載すること。 
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ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

(ａ) 国民総生産及び国民所得の推移 

(ｂ) 産業構造及び主要産業の状況並びに鉱工業生産指数の推移 

(ｃ) 物価の動向 

(ｄ) 労働情勢 

(ｅ) 社会保障制度 

(ｆ) 今後の経済計画 

(33) 貿易及び国際収支 

ａ 貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、計数を示して記載すること。 

(ａ) 主要品目別及び地域別の輸出入状況 

(ｂ) 本邦との貿易の状況 

(ｃ) 国際収支の状況 

(ｄ) 外貨準備の推移及び外国為替相場の動向 

ｃ 外国為替管理の概要について記載すること。 

(34) 通貨・金融制度 

ａ 通貨・金融制度及び資本市場の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の通貨総供給高及び公定歩合の推移等について記載すること。 

ｃ 最近日現在の中央銀行の貸借対照表を掲げること。 

(35) 財政 

ａ 財政制度及び租税制度の概要について記載すること。 

ｂ 主な政府関係機関の概要について記載すること。 

ｃ 最近５会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出（決算が確定してい

ない場合には予算による。）について、計数を示して記載すること。また、届

出書提出日を含む会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出予算につい

て記載すること。 

ｄ すべての特別会計及び主な政府関係機関の最近５会計年度の歳入及び歳出

（決算が確定していない場合には予算による。）について、計数を示して記載

すること。 

ｅ 減債基金制度の概要及び最近５会計年度の減債基金の繰入額、残高等につい

て記載すること。 

(36) 公債 

ａ 最近における公債発行の概要（歳入予算に占める割合等）について記載する

こと。 

ｂ 最近日現在及び最近５会計年度末の債務の残高について、内国債、外国債等

に区分して記載すること。なお、国が債務保証しているものがある場合には、

その保証額等についても記載すること。 

ｃ 最近日現在において未償還となっている内国債及び外国債について、その発

行ごとに名称、発行年月、償還年月、利率、未償還額及び支払通貨名を記載す

ること。なお、内国債については、利率が同一である場合には、一括して記載

することができる。 

また、当該債券が減債基金付である場合には、減債基金の積立状況について

記載すること。 

ｄ 外国債については、直近会計年度末の残高及び今後５会計年度の元利金の支

払予定額を支払通貨ごとに区分して記載すること。 

ｅ 外国債の元金又は利息の支払について、過去20年間における支払遅延等債務

不履行の有無並びに不履行があった場合には、当該不履行の内容及びその具体
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的な処理方法等について記載すること。 

(37) その他 

ａ 最近会計年度末後届出書提出日までに生じた重要な事実の概要について記載

すること。 

ｂ 以上のほか、投資者保護の観点から必要と認められる事項がある場合には、

その内容について記載すること。 

(38) 概要 

「１ 概要」から「５ その他」までは、それぞれの区分に応じ、発行者が国

である場合の記載内容に準じて記載すること。 

(39) 発行者の属する国の概況 

ａ 発行者の属する国の政治、外交、経済、貿易及び国際収支の概要について記

載すること。 

ｂ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国の保証が附されている場

合には、ａのほか発行者の属する国の財政及び公債の概要について記載するこ

と。 

(40) 設立 

ａ 「１ 設立」から「５ 経理の状況」までは、国際機関、政府関係機関等の

一般的な記載事項を示したものであるので、これによりがたいものについては、

これに準じて記載すること。 

ｂ 設立の目的・根拠、法的地位及び特権等の概要、設立年月日並びに沿革につ

いて記載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 

(41) 資本構成 

最近日現在の資本の構成内容、授権資本の額、出資者の明細等について記載す

ること。 

(42) 組織 

ａ 組織及び機関の構成、権限等について記載すること。 

ｂ 役員の選任の資格及び方法、権限等について記載すること。 

ｃ 最近日現在の役員の氏名を記載すること。 

(43) 業務の概況 

ａ 業務及び関係機関の概要について記載すること。 

ｂ 業務上の重要な協約等がある場合には、その内容について記載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 

(44) 経理の状況 

ａ 財務計算に関する書類について、公認会計士又は監査法人に相当する者によ

り監査証明に相当すると認められる証明を受けている場合には、その旨を記載

すること。 

ｂ 最近５年間（発行者が、当該届出書を提出する日前に届出書又は有価証券報

告書を提出している者にあっては最近２年間）の財務計算に関する書類を掲げ

ること。この場合において、特殊な会計処理をしているもの又は特異な科目表

示をしているものがあれば、分かりやすく説明すること。 

ｃ 最近会計年度（又は事業年度）末の主な資産、負債及び収支の内容について

記載すること。 

(45) その他 

ａ 最近会計年度（又は事業年度）末後届出書提出日までに生じた重要な事実の

概要について記載すること。 

ｂ 以上のほか、投資者保護の観点から必要と認められる事項がある場合には、
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その内容について記載すること。 

(46) 発行者の属する国の概況 

ａ 発行者が政府関係機関等である場合には、発行者の属する国の政治、外交、

経済、貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 発行者が地方公共団体に関係する機関である場合には、当該地方公共団体の

概要、経済等について記載すること。 

ｃ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国又は地方公共団体の保証

が附されている場合には、当該国又は地方公共団体の財政及び公債の概要につ

いて記載すること。 

(47) 債券及び利札の様式 

債券及び利札の様式並びに券面に記載しようとする事項（振替外債にあっては、

その旨及び社債等の振替に関する法律第127条において準用する同法第69条第１

項第７号に規定する通知事項）の内容について記載すること。 
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第二号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】              有価証券届出書 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】 

【代表者の役職氏名】 

【代理人の氏名又は名称】 

【住所】 

【電話番号】 

【事務連絡者氏名】 

【住所】 

【電話番号】 

【縦覧に供する場所】          名称 

（所在地） 

第一部【証券情報】 

第１【募集債券に関する基本事項】 

１【発行主体】 

２【募集要項】 

(１)【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(２)【券面総額】 

(３)【各債券の金額】 

(４)【発行価格及びその総額】 

(５)【利率】 

(６)【償還期限】 

(７)【申込期間】 

(８)【申込証拠金】 

(９)【払込期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【引受けの契約の内容】 

(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

３【利息支払の方法】 

４【償還の方法】 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】 

７【債券の管理会社の職務】 

８【債権者集会に関する事項】 

９【課税上の取扱い】 

10【準拠法及び管轄裁判所】 

11【公告の方法】 

12【その他】 

第２【売出債券に関する基本事項】 

１【売出要項】 

(１)【売出人】 
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(２)【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

(３)【券面総額】 

(４)【各債券の金額】 

(５)【売出価格及びその総額】 

(６)【利率】 

(７)【償還期限】 

(８)【売出期間】 

(９)【受渡期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【売出しの委託契約の内容】 

(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 

８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】 

第４【法律意見】 

第５【その他の記載事項】(１) 

第二部【追完情報】(２) 

第三部【組込情報】(３) 

（記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。 

(１) その他の記載事項 

投資者保護の観点から必要と認められる事項及び特に目論見書に記載しようと

する事項がある場合には、その内容について記載すること。 

(２) 追完情報 

ａ (３)ａの有価証券報告書の提出日以降有価証券届出書（以下この様式におい

て「届出書」という。）の提出日までの間において、次に掲げる場合に該当す

ることとなったときは、その内容を記載すること。 

(ａ) 法第７条前段に規定する重要な事項の変更があった場合又は第８条第１

号若しくは第２号に掲げる事情が生じた場合 

(ｂ) 第16条に規定する場合 

(ｃ) その他財政状態等に重要な影響を及ぼす事象が生じた場合 

ｂ 発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合において、(３)ａの有価証

券報告書提出日以降届出書提出日までの間において、資本の増減があった場合

又は資本構成に変動があった場合には、その旨及びその内容を記載すること。 

ｃ 発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合において、最近会計年度

（又は事業年度。以下この様式において「会計年度等」という。）の業績を記
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載しうる程度の期間が経過している場合には、その概要を前会計年度等の同期

間と比較して記載すること。最近会計年度等の次の会計年度等を経過後に届出

書を提出する場合であって、財務計算に関する書類の形式による記載が可能な

ときは、それによること。 

(３) 組込情報 

次に掲げる書類を添付し、その旨を記載すること。 

ａ 最近会計年度等に係る有価証券報告書及びその添付書類 

ｂ ａの有価証券報告書の提出日以降届出書提出日までの間に半期報告書を提出

している場合にあっては、当該半期報告書 

ｃ ａの有価証券報告書又はｂの半期報告書に係る訂正報告書を提出している場

合にあっては、当該訂正報告書 
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第三号様式 

【表紙】 

【提出書類】          有価証券報告書 

【根拠条文】          金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】           関東財務局長 

【提出日】           平成 年 月 日 

【会計年度（又は事業年度）】   自  平成 年 月 日  至  平成 年 月 日 

【発行者の名称】                        

【代表者の役職氏名】(２)                    

【事務連絡者氏名】(３)                     

【住所】                            

【電話番号】                          

【縦覧に供する場所】(４)    名称 

（所在地） 

第１【募集（売出）債券の状況】(５) 

債券の
名称 発行年月 券面総額 償還額

会計年度（又は
事業年度）末の
未償還額   

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名  

      

第２【外国為替相場の推移】(６) 

(１)【最近５年間の会計年度（又は事業年度）別為替相場の推移】 

決算年月      

最高（円）      

最低（円）      

平均（円）      

期末（円）      

(２)【当会計年度（又は事業年度）中最近６月間の月別為替相場の推移】 

月別       

最高（円）       

最低（円）       

平均（円）       

(３)【最近日の為替相場】 

円（ 年 月 日） 

第３【発行者の概況】(７) 

１【発行者が国である場合】 

(１)【概要】(８) 

(２)【経済】(９) 

(３)【貿易及び国際収支】(10) 

(４)【通貨・金融制度】(11) 

(５)【財政】(12) 

(６)【公債】(13) 

(７)【その他】(14) 

２【発行者が地方公共団体である場合】 

(１)【概要】(15) 

(２)【経済】 

(３)【財政】 

(４)【公債】 

(５)【その他】 

(６)【発行者の属する国の概況】(16) 
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３【発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合】 

(１)【設立】(17) 

(２)【資本構成】(18) 

(３)【組織】(19) 

(４)【業務の概況】(20) 

(５)【経理の状況】(21) 

(６)【その他】(22) 

(７)【発行者の属する国等の概況】(23) 

（記載上の注意） 

(１) 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがた

いやむを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 当該有価証券報告書の提出者が外国債等預託証券の発行者である場合には、

当該外国債等預託証券について名称、発行年月、上場金融商品取引所名又は登

録認可金融商品取引業協会名等を「第１ 募集（売出）債券の状況」に記載す

るとともに、当該外国債等預託証券に表示される権利に係る外国債等の内容に

ついて記載すること。 

なお、当該外国債等預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断

される会社（例えば、預託を受けている者）がある場合には、本様式「第３ 

発行者の概況」の次に「第４ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業

内容等の開示に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会

社の情報」に準じて記載すること。 

ｃ この様式中「募集（売出）債券」、「債券」及び「券面総額」は、振替外債

に係るものを含むものとする。 

(２) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して有価証券報告書を提出する権限を有する者（以下この(２)に

おいて「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の

５第１項の規定により有価証券報告書を書面で提出する場合には、併せて「代表

者の役職氏名」の下に代表者が署名すること。）。 

(３) 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるもの

の氏名を記載すること。 

(４) 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券と

して登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取

引業協会の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

(５) 募集（売出）債券の状況 

ａ 募集又は売出しの届出をした債券（当会計年度（又は事業年度）前に全額償

還済となったものを除く。）について記載すること。 

ｂ 当会計年度（又は事業年度）中における当該債券の所有者の権利等に重要な

影響を与える事実の発生の有無及びその内容について記載すること。 

ｃ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａ

及びｂに準じて記載すること。 

(６) 外国為替相場の推移 

ａ 本邦において発行した債券が外国通貨をもって表示されるものである場合に

は、当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場の推移について記載すること。 

ｂ 平均相場とは、会計年度（又は事業年度）の各月末日における為替相場の平
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均額をいう。 

ｃ 当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関する事

項を掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の会計年度（又は事業年度）に

おいて掲載されている場合には、記載を省略することができる。 

(７) 発行者の概況 

ａ 以下に掲げる記載事項については、簡潔に記載すること。 

ｂ 計数等については、表形式を用いて分かりやすく表示すること。 

ｃ 金額は、発行者の属する国の通貨又は合衆国ドルによって記載することがで

きる。この場合においては、本邦通貨との換算レートを記載すること。 

ｄ 統計資料等については、その出所を記載すること。 

(８) 概要 

ａ 位置、面積、地形、人口等について記載すること（地図等によって示しても

差し支えない。）。 

ｂ 政治、外交等次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

(ａ) 国家組織（立法、行政及び司法組織の大要）及び政党（最近５年間にお

ける選挙の結果についても記載すること。） 

(ｂ) 諸外国との外交関係、加入若しくは関係している国際機関（加入の時期、

出資額、借入額等）又は主要な条約 

(９) 経済 

ａ 最近の経済の動向について、その概要を記載すること。 

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

(ａ) 国民総生産及び国民所得の推移 

(ｂ) 産業構造及び主要産業の状況並びに鉱工業生産指数の推移 

(ｃ) 物価の動向 

(ｄ) 労働情勢 

(ｅ) 社会保障制度 

(ｆ) 今後の経済計画 

(10) 貿易及び国際収支 

ａ 当会計年度の貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、計数を示して記載すること。 

(ａ) 主要品目別及び地域別の輸出入状況 

(ｂ) 本邦との貿易の状況 

(ｃ) 国際収支の状況 

(ｄ) 外貨準備の推移及び外国為替相場の動向 

ｃ 外国為替管理の概要について記載すること。 

(11) 通貨・金融制度 

ａ 通貨・金融制度及び資本市場の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の通貨総供給高及び公定歩合の推移等について記載すること。 

ｃ 最近日現在の中央銀行の貸借対照表を掲げること。 

(12) 財政 

ａ 財政制度及び租税制度の概要について記載すること。 

ｂ 主な政府関係機関の概要について記載すること。 

ｃ 当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は事業年度）及び当会計年

度（又は事業年度）の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出（決算が確定して

いない場合には予算による。）について、計数を示して記載すること。 

また、有価証券報告書提出日を含む会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使

途別歳出予算について記載すること。 
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ｄ すべての特別会計及び主な政府関係機関の当会計年度（又は事業年度）の前

４会計年度（又は事業年度）及び当会計年度（又は事業年度）の歳入及び歳出

（決算が確定していない場合には予算による。）について、計数を示して記載

すること。 

ｅ 減債基金制度の概要及び当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は

事業年度）及び当会計年度（又は事業年度）の減債基金の繰入額、残高等につ

いて記載すること。 

(13) 公債 

ａ 最近における公債発行の概要（歳入予算に占める割合等）について記載する

こと。 

ｂ 当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は事業年度）末及び当会計

年度（又は事業年度）末の債務の残高について、内国債、外国債等に区分して

記載すること。なお、国が債務保証しているものがある場合には、その保証額

等についても記載すること。 

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末において未償還となっている内国債及び外国

債について、その発行ごとに名称、発行年月、償還年月、利率、未償還額及び

支払通貨名を記載すること。なお、内国債については、利率が同一である場合

には、一括して記載することができる。 

また、当該債券が減債基金付である場合には、減債基金の積立状況について

記載すること。 

ｄ 外国債については、当会計年度（又は事業年度）末の残高及び今後５会計年

度（又は事業年度）の元利金の支払予定額を支払い通貨ごとに区分して記載す

ること。 

ｅ 外国債の元金又は利息の支払いについて、過去20年間における支払遅延等債

務不履行の有無並びに不履行があった場合には、当該不履行の内容及びその具

体的な処理方法等について記載すること。 

(14) その他 

当会計年度の末日後有価証券報告書提出日までに生じた重要な事実の概要につ

いて記載すること。 

(15) 概要 

「(１) 概要」から「(５) その他」までは、それぞれの区分に応じ、発行者

が国である場合の記載内容に準じて記載すること。 

(16) 発行者の属する国の概況 

ａ 発行者の属する国の政治、外交、経済、貿易及び国際収支の概要について記

載すること。 

ｂ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国の保証が付されている場

合には、ａのほか発行者の属する国の財政及び公債の概要について記載するこ

と。 

(17) 設立 

ａ 「(１) 設立」から「(５) 経理の状況」までは、国際機関、政府関係機関

等の一般的な記載事項を示したものであるので、これによりがたいものについ

ては、これに準じて記載すること。 

ｂ 設立の目的・根拠、法的地位及び特権等の概要、設立年月日並びに沿革につ

いて記載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 

(18) 資本構成 

当会計年度（又は事業年度）末の資本の構成内容、授権資本の額及び出資者等
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について記載すること。 

(19) 組織 

ａ 組織及び機関の構成、権限等について記載すること。 

ｂ 役員の選任の資格及び方法、権限等について記載すること。 

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末の役員の氏名を記載すること。 

(20) 業務の概況 

ａ 業務及び関係機関の概要について記載すること。 

ｂ 業務上の重要な協約等がある場合には、その内容について記載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 

(21) 経理の状況 

ａ 財務計算に関する書類について、公認会計士又は監査法人に相当する者によ

り監査証明に相当すると認められる証明を受けている場合には、その旨記載す

ること。 

ｂ 最近２年間の財務計算に関する書類を掲げること。この場合において、特殊

な会計処理をしているもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、分か

りやすく説明すること。 

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末の主な資産、負債及び収支の内容について記

載すること。 

(22) その他 

当会計年度（又は事業年度）の末日後有価証券報告書提出日までに生じた重要

な事実の概要について記載すること。 

(23) 発行者の属する国等の概況 

ａ 発行者が政府関係機関等である場合には、発行者の属する国の政治、外交、

経済、貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 発行者が地方公共団体に関係する機関である場合には、当該地方公共団体の

概要、経済等について記載すること。 

ｃ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国又は地方公共団体の保証

が付されている場合には、当該国又は地方公共団体の財政及び公債の概要につ

いて記載すること。 
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第四号様式 

【表紙】 

【提出書類】          有価証券報告書 

【根拠条文】          金融商品取引法第24条第３項 

【提出先】           関東財務局長 

【提出日】           平成 年 月 日 

【会計年度（又は事業年度）】   自  平成 年 月 日 至  平成 年 月 日 

【発行者の名称】                        

【代表者の役職氏名】(２)                    

【事務連絡者氏名】(３)                     

【住所】                            

【電話番号】                          

【縦覧に供する場所】(４)    名称 

（所在地） 

第１【上場債券等の状況】(５) 

債券の名称 発行年月 償還年月 券面総額

会計年度
（又は事
業年度）
末の未償
還額 

上場金融
商品取引
所名又は
登録認可
金融商品
取引業協
会名 

上場又は
登録年月
日 

       

第２【上場債券等に関する基本事項】 

１【発行主体】 

２【上場債券等の要項】 

(１)【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(２)【券面総額】 

(３)【各債券の金額】 

(４)【発行価格及びその総額】 

(５)【利率】 

(６)【償還期限】 

(７)【債券の管理会社】 

(８)【振替機関】 

３【利息支払の方法】 

４【償還の方法】 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】 

７【債券の管理会社の職務】 

８【債権者集会に関する事項】 

９【課税上の取扱い】 

10【準拠法及び管轄裁判所】 

11【公告の方法】 

12【その他】 

第３【外国為替相場の推移】(６) 

(１)【最近５年間の会計年度（又は事業年度）別為替相場の推移】 

決算年月      

最高（円）      

最低（円）      
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平均（円）      

期末（円）      

(２)【最近６月間の月別為替相場の推移】 

月別       

最高（円）       

最低（円）       

平均（円）       

(３)【最近日の為替相場】 

円（ 年 月 日） 

第４【発行者の概況】 

１【発行者が国である場合】 

(１)【概要】 

(２)【経済】 

(３)【貿易及び国際収支】 

(４)【通貨・金融制度】 

(５)【財政】 

(６)【公債】 

(７)【その他】 

２【発行者が地方公共団体である場合】 

(１)【概要】 

(２)【経済】 

(３)【財政】 

(４)【公債】 

(５)【その他】 

(６)【発行者の属する国の概況】 

３【発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合】 

(１)【設立】 

(２)【資本構成】 

(３)【組織】 

(４)【業務の概況】 

(５)【経理の状況】 

(６)【その他】 

(７)【発行者の属する国の概況】 

（記載上の注意） 

(１) 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがた

いやむを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 当該有価証券報告書の提出者が外国債等預託証券の発行者であって、当該外

国債等預託証券が金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店

頭売買有価証券として登録された場合には、当該外国債等預託証券について名

称、発行年月、上場金融商品取引所名又は登録認可金融商品取引業協会名等、

上場又は登録年月日等を「第１ 上場債券等の状況」に記載し、発行価額の総

額、発行価格、利率、権利の内容、権利行使請求の方法・条件、決済の方法、

取得格付等を「第２ 上場債券等に関する基本事項」に記載するとともに、当

該外国債等預託証券に表示される権利に係る外国債等の内容について記載する

こと。 

なお、当該外国債等預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断
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される会社（例えば、預託を受けている者）の情報がある場合には、本様式中

「第４ 発行者の概況」の次に「第５ その他の重要な会社の情報」の項を設

け、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保証会社

以外の会社の情報」に準じて記載すること。 

ｃ 次に掲げる事項を除き、第二号様式に準じて記載すること。 

(２) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して有価証券報告書を提出する権限を有する者（以下この(２)に

おいて「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の

５第１項の規定により有価証券報告書を書面で提出する場合には、併せて「代表

者の役職氏名」の下に代表者が署名すること。）。 

(３) 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるもの

の氏名を記載すること。 

(４) 縦覧に供する場所 

縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取引業協会の名称及び事務所の

所在地を記載すること。 

(５) 上場債券等の状況 

ａ 金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券

として登録された債券について記載すること。 

ｂ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａ

に準じて記載すること。 

(６) 外国為替相場の推移 

ａ 上場した債券が外国通貨をもって表示されるものである場合には、当該外国

通貨と本邦通貨との間の為替相場の推移を記載すること。 

ｂ 平均相場とは、会計年度（又は事業年度）の各月末日における為替相場の平

均額をいう。 

ｃ 当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関する事

項を掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の会計年度（又は事業年度）及

び最近６月間において掲載されている場合には、記載を省略することができる。 
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第五号様式 

【表紙】 

【提出書類】          半期報告書 

【提出先】           関東財務局長 

【提出日】           平成 年 月 日 

【中間会計期間】        自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 

【発行者の名称】                       

【代表者の役職氏名】(２)                   

【事務連絡者氏名】(３)                    

【住所】                           

【電話番号】                         

【縦覧に供する場所】(４)    名称 

（所在地） 

第１【募集（売出）債券の状況】(５) 

債券の名称 発行年月 券面総額

前会計年度

（又は事業

年度）末の

未償還額 

当該半期中の

償還額 

当該半期末の

未償還額 

      

第２【発行者の概況】 

１【概況】(６) 

２【資本構成】(７) 

３【組織】(８) 

４【経理の状況】(９) 

第３【外国為替相場の推移】(10) 

(１)【当該半期中における月別為替相場の推移】 

月別       

最高（円）       

最低（円）       

平均（円）       

(２)【最近日の為替相場】 

円（ 年 月 日） 

（記載上の注意） 

(１) 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがた

いやむを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 当該半期報告書の提出者が外国債等預託証券の発行者である場合には、当該

外国債等預託証券に関し、第三号様式の記載上の注意(１)ｂに準じて記載する

こと。 

ｃ この様式中「募集（売出）債券」、「債券」及び「券面総額」は、振替外債

に係るものを含むものとする。 

(２) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して半期報告書を提出する権限を有する者（以下この(２)におい

て「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の５第

１項の規定により半期報告書を書面で提出する場合には、併せて「代表者の役職

氏名」の下に代表者が署名すること。）。 

(３) 事務連絡者氏名 
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本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるもの

の氏名を記載すること。 

(４) 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券と

して登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取

引業協会の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

(５) 募集（売出）債券の状況 

ａ 募集又は売出しの届出をした債券について当該半期中に償還等の異動があっ

た場合に記載すること。 

ｂ 当該半期中における当該債券の所有者の権利等に重要な影響を与える事実の

発生の有無及びその内容について記載すること。 

ｃ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａ

及びｂに準じて記載すること。 

(６) 概況 

ａ 「１ 概況」から「４ 経理の状況」までは、国際機関、政府関係機関等の

一般的な記載事項を示したものであるので、これによりがたいものについては、

これに準じて記載すること。 

ｂ 当該半期中の業務の概況について記載し、下記事項について、当該半期中に

変更があった場合には、その概要を記載すること。 

(ａ) 設立の目的・根拠、法的地位、特権等 

(ｂ) 関係機関 

(ｃ) 業務上の重要な協約等 

(７) 資本構成 

当該半期中に変更があった場合には、その内容を簡潔に記載すること。 

(８) 組織 

当該半期中に変更があった場合には、その内容を簡潔に記載すること。 

(９) 経理の状況 

当該半期中の財務計算に関する書類を掲げること。この場合において、特殊な

会計処理をしているもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、分かりや

すく説明すること。 

(10) 外国為替相場の推移 

本邦において発行した債券が外国通貨をもって表示されるものである場合には、

当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場の推移を記載すること。 

なお、当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関す

る事項を掲載する２以上の日刊新聞紙に当該半期中において掲載されている場合

には、記載を省略することができる。 
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第六号様式 

【表紙】 

【発行登録番号】                           

【提出書類】              発行登録書 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】                           

【代表者の役職氏名】(１)                       

【代理人の氏名又は名称】(２)                     

【住所】                               

【電話番号】                             

【事務連絡者氏名】                          

【住所】                               

【電話番号】                             

【発行登録の対象とした募集又は売出し】                

【発行予定期間】(３)          この発行登録書による発行登録の効力発 

生予定日（平成 年 月 日）から 年 

を経過する日（平成 年 月 日）まで 

【発行予定額】(４)                          

【縦覧に供する場所】(５)        名称 

（所在地） 

第一部【証券情報】(６) 

第１【募集要項】 

以下に記載するもの以外については、債券を募集により取得させるに当たり、そ

の都度「訂正発行登録書」又は「発行登録追補書類」に記載します。 

１【発行主体】 

２【募集要項】 

３【利息支払の方法】 

４【償還の方法】 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】 

７【債券の管理会社の職務】 

８【債権者集会に関する事項】 

９【課税上の取扱い】 

10【準拠法及び管轄裁判所】 

11【公告の方法】 

12【その他】 

第２【売出要項】 

以下に記載するもの以外については、債券を売出しにより取得させるに当たり、

その都度「訂正発行登録書」又は「発行登録追補書類」に記載します。 

１【売出要項】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 
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８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】 

第４【法律意見】 

第５【その他の記載事項】 

第二部【参照情報】(７) 

第１【参照書類】 

発行者の概況等法第 27条において準用する法第５条第１項第２号に掲げる事項

については、以下に掲げる書類を参照すること。 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

会計年度又は事業年度（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日） 平

成 年 月 日関東財務局長に提出 

２【半期報告書】 

当該半期（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日） 平成 年 月 

日関東財務局長に提出 

３【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日（平成 年 月 日）までに、

臨時報告書を平成 年 月 日に関東財務局長に提出 

４【訂正報告書】 

訂正報告書（上記      の訂正報告書）を平成 年 月 日に関東財務

局長に提出 

第２【参照書類を縦覧に供している場所】 

名称 

（所在地） 

（記載上の注意） 

(１) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して当該有価証券を発行する権限を有する者（以下この(１)にお

いて「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の５

第１項の規定により発行登録書を書面で提出する場合には、併せて「代表者の役

職氏名」の下に代表者が署名すること。）。 

(２) 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者で発行者から本邦における有価証券の募集又は売出し

の届出に関する一切の行為を代理する権限を与えられたもの（以下この（２）に

おいて「代理人」という。）の氏名（代理人が法人である場合には、その名称及

び代表者の氏名）を記載すること（法第27条の30の５第１項の規定により発行登

録書を書面で提出する場合には、併せて「代理人の氏名又は名称」の下に代理人

（代理人が法人である場合には、その代表者）が署名すること。）。 

(３) 発行予定期間 

ａ 発行登録による募集又は売出しを予定している期間により１年又は２年と記

載すること。 

ｂ 発行登録の効力発生予定日には、発行登録書の提出日から、法第27条におい

て準用する法第23条の５第１項において準用する法第８条第３項の規定により

当該発行登録者に係る法第５条第１項第２号に掲げる事項に関する情報が既に

公衆に広範に提供されているものとして、関東財務局長が指定した期間を経過

する日を記載すること。 
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(４) 発行予定額 

ａ 発行登録による募集又は売出しを予定している債券の発行価額又は売出価額

の総額を記載すること。 

ｂ ａにより記載すべき額が外国通貨をもって表示される場合には、本邦通貨に

換算した金額を併記するとともに、換算に当たって採用した基準を注記するこ

と。 

(５) 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券と

して登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取

引業協会の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

(６) 証券情報 

第九号様式に準じて記載すること。ただし、当該有価証券について引受けを予

定する金融商品取引業者のうち主たるものの名称を除いては、記載事項の全部又

は一部の記載を省略することができる。 

(７) 参照情報 

訂正報告書が参照書類に含まれる場合には、当該訂正報告書が、いずれの書類

の訂正報告書であるのかを付記すること。 
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第七号様式 

【表紙】 

【提出書類】              訂正発行登録書 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】                             

【代表者の役職氏名】(１)                         

【代理人の氏名又は名称】(２)                       

【住所】                                 

【電話番号】                               

【事務連絡者氏名】                            

【住所】                                 

【電話番号】                               

【発行登録の対象とした募集（売出）有価 

証券の種類】                               

【発行登録書の内容】 

提出日 年  月  日 

効力発生日 年  月  日 

有効期限 年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額  

残額  

【効力停止期間】(３)          この訂正発行登録書の提出による発行登 

録の効力停止期間は、平成 年 月 日 

（提出日）から平成 年 月 日までで 

ある。 

【提出理由】(４)                             

【縦覧に供する場所】(５)        名称 

（所在地） 

（記載上の注意） 

(１) 代表者の役職氏名 

発行者を代表して当該有価証券を発行する権限を有する者（以下この(１)にお

いて「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の５

第１項の規定により訂正発行登録書を書面で提出する場合には、併せて「代表者

の役職氏名」の下に代表者が署名すること。）。 

(２) 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者で発行者から本邦における有価証券の募集又は売出し

の届出に関する一切の行為を代理する権限を与えられたもの（以下この(２)にお

いて「代理人」という。）の氏名（代理人が法人である場合には、その名称及び

代表者の氏名）を記載すること（法第27条の30の５第１項の規定により訂正発行

登録書を書面で提出する場合には、併せて「代理人の氏名又は名称」の下に代理

人（代理人が法人である場合には、その代表者）が署名すること。）。 

(３) 効力停止期間 

法第23条の５第２項の規定の適用を受けていない場合には、「該当なし」と記
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載すること。 

(４) 提出理由 

次のいずれの事由に基づいて提出するか及びその訂正内容を記載すること。 

ａ 発行登録書において参照すべき旨が記載されている参照書類と同種の書類が

新たに提出されたこと。 

ｂ 記載された発行予定額のうち未発行分の一部を発行予定期間に発行する見込

みがなくなったこと。 

ｃ 記載された引受けを予定する金融商品取引業者のうちの主たるものに異動が

あったこと。 

ｄ 記載された発行登録の効力発生予定日に変更があったこと。 

ｅ その他記載事項の変更があったこと。 

(５) 縦覧に供する場所 

公衆の縦覧に供する主な支店、金融商品取引所又は認可金融商品取引業協会に

ついても記載すること。 

(６) 発行登録が効力を生じる日前に訂正発行登録書が提出された場合には、この

様式の記載に準じて記載すること。 
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第九号様式 

【表紙】 

【発行登録追補書類番号】                        

【提出書類】              発行登録追補書類 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】                            

【代表者の役職氏名】                          

【代理人の氏名又は名称】                        

【住所】                                

【電話番号】                              

【事務連絡者氏名】                           

【住所】                                

【電話番号】                              

【今回の募集（売出）金額】(１)                     

【発行登録書の内容】(２) 

提出日 年  月  日 

効力発生日 年  月  日 

有効期限 年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額  

【これまでの募集（売出）実績】(３) 

番号 提出年月日 募集（売出）金額 
減額による訂正年

月日 
減額金額 

     

     

     

実績合計額  減額総額  

【残額】(４)（発行予定額－実績合計 

額－減額総額）                            

【縦覧に供する場所】(５)        名称 

（所在地） 

第一部【証券情報】 

第１【募集債券に関する基本事項】 

１【発行主体】 

２【募集要項】 

(１)【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(２)【券面総額】 

(３)【各債券の金額】 

(４)【発行価格及びその総額】 

(５)【利率】 

(６)【償還期限】 

(７)【申込期間】 

(８)【申込証拠金】 

(９)【払込期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【引受けの契約の内容】 
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(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

３【利息支払の方法】 

４【償還の方法】 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】 

７【債券の管理会社の職務】 

８【債権者集会に関する事項】 

９【課税上の取扱い】 

10【準拠法及び管轄裁判所】 

11【公告の方法】 

12【その他】 

第２【売出債券に関する基本事項】 

１【売出要項】 

(１)【売出人】 

(２)【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

(３)【券面総額】 

(４)【各債券の金額】 

(５)【売出価格及びその総額】 

(６)【利率】 

(７)【償還期限】 

(８)【売出期間】 

(９)【受渡期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【売出しの委託契約の内容】 

(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 

８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】 

第４【法律意見】 

第５【その他の記載事項】(６) 

第二部【参照情報】(７) 

第１【参照書類】 

発行者の概況等法第 27条において準用する法第５条第１項第２号に掲げる事項
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については、以下に掲げる書類を参照すること。 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

会計年度又は事業年度（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日） 平

成 年 月 日関東財務局長に提出 

２【半期報告書】 

当該半期（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日） 平成 年 月 

日関東財務局長に提出 

３【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成 年 月 日）

までに、臨時報告書を平成 年 月 日に関東財務局長に提出 

４【訂正報告書】 

訂正報告書（上記      の訂正報告書）を平成 年 月 日に関東財務

局長に提出 

第２【参照書類を縦覧に供している場所】 

名称 

（所在地） 

（記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。ただし、今回の募集

又は売出しに係る発行登録書（当該発行登録書の訂正発行登録書を含む。）におい

て記載されている事項と同一内容のものについては、当該事項の記載を省略するこ

とができる。 

(１) 今回の募集（売出）金額 

ａ 今回発行登録により募集又は売出しを行う債券の発行価額又は売出価額の総

額を募集又は売出しごとに記載すること。 

ｂ ａにより記載すべき額が外国通貨をもって表示される場合には、本邦通貨に

換算した金額を併記するとともに、換算に当たって採用した基準を注記するこ

と。 

(２) 発行登録書の内容 

ａ 「発行登録番号」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録を行うに際

し提出した発行登録書に付された番号を記載すること。 

ｂ 「有効期限」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録について発行予

定期間を経過する日を記載すること。 

ｃ 「発行予定額」欄には、発行登録書に記載された発行予定額を記載すること。 

(３) これまでの募集（売出）実績 

ａ 「番号」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録において、既に提出

された発行登録追補書類又は発行登録通知書に付された番号を記載すること。

なお、既に提出された書類が発行登録通知書である場合には、その旨注記する

こと。 

ｂ 「減額」欄には、訂正発行登録書の提出により、発行登録書に記載された発

行予定額のうちの未発行額の一部を減額した場合における当該訂正発行登録書

の提出日及び減額した金額を記載すること。 

(４) 残額 

「残額」欄には、発行予定額から、訂正発行登録書の提出により未発行額の一

部を減額した場合における当該減額された金額及びこれまでの募集又は売出しの

実績の合計額を差し引いた金額を記載すること。 

(５) 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券と
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して登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取

引業協会の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

(６) その他の記載事項 

投資者保護の観点から必要と認められる事項及び特に目論見書に記載しようと

する事項がある場合には、その内容について記載すること。 

(７) 参照情報 

訂正報告書が参照書類に含まれている場合には、当該訂正報告書が、いずれの

書類の訂正報告書であるのかを付記すること。 
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第十号様式 

【表紙】 

【発行登録通知書番号】                         

【提出書類】              発行登録通知書 

【提出先】               関東財務局長 

【提出日】               平成 年 月 日 

【発行者の名称】                            

【代表者の役職氏名】                          

【代理人の氏名又は名称】                        

【住所】                                

【電話番号】                              

【事務連絡者氏名】                           

【住所】                                

【電話番号】                              

【今回の募集（売出）金額】(１)                     

【発行登録書の内容】(２) 

提出日 年  月  日 

効力発生日 年  月  日 

有効期限 年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額  

【これまでの募集（売出）実績】(３) 

番号 提出年月日 募集（売出）金額 
減額による訂正年

月日 
減額金額（円）

     

     

     

実績合計額  減額総額  

【残額】(４)（発行予定額－実績合計 

額－減額総額）                            

第１【募集債券に関する基本事項】 

１【募集要項】 

(１)【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(２)【券面総額】 

(３)【各債券の金額】 

(４)【発行価格及びその総額】 

(５)【利率】 

(６)【償還期限】 

(７)【申込期間】 

(８)【申込証拠金】 

(９)【払込期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【引受けの契約の内容】 

(12)【債券の管理会社】 
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(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

第２【売出債券に関する基本事項】 

１【売出要項】 

(１)【売出人】 

(２)【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

(３)【券面総額】 

(４)【各債券の金額】 

(５)【売出価格及びその総額】 

(６)【利率】 

(７)【償還期限】 

(８)【売出期間】 

(９)【受渡期日】 

(10)【申込取扱場所】 

(11)【売出しの委託契約の内容】 

(12)【債券の管理会社】 

(13)【振替機関】 

(14)【財務上の特約】 

(15)【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

第３【過去２年以内における発行登録による募集又は売出し】 

債券の名称 
記名・無記

名の別 

発行（売出）

価格 

発行（売出）

価額の総額

募集・売出し

の別 

発行登録通知書

の提出年月日 

      

（記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第一号様式に準じて記載すること。 

(１) 今回の募集（売出）金額 

ａ 今回の発行登録により募集又は売出しを行う債券の発行価額又は売出価額の

総額を募集又は売出しごとに記載すること。 

ｂ ａにより記載すべき額が外国通貨をもって表示される場合には、本邦通貨に

換算した金額を併記するとともに、換算に当たって採用した基準を注記するこ

と。 

(２) 発行登録書の内容 

ａ 「発行登録番号」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録を行うに際

し提出した発行登録書に付された番号を記載すること。 

ｂ 「有効期限」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録について発行予

定期間を経過する日を記載すること。 

ｃ 「発行予定額」欄には、発行登録書に記載された発行予定額を記載すること。 

(３) これまでの募集（売出）実績 
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ａ 「番号」欄には、今回の募集又は売出しに係る発行登録において、既に提出

された発行登録追補書類又は発行登録通知書に付された番号を記載すること。

なお、既に提出された書類が発行登録通知書である場合には、その旨注記する

こと。 

ｂ 「減額」欄には、訂正発行登録書の提出により、発行登録書に記載された発

行予定額のうちの未発行額の一部を減額した場合における当該訂正発行登録書

の提出日及び減額した金額を記載すること。 

(４) 残額 

「残額」欄には、発行予定額から、訂正発行登録書の提出により未発行額の一

部を減額した場合における当該減額された金額及びこれまでの募集又は売出しの

実績の合計額を差し引いた金額を記載すること。 
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